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１ 地方におけるヒアリングについて （１）東京運輸支局バリアフリーネットワーク会議

１



１ 地方におけるヒアリングについて （２）神奈川運輸支局バリアフリーネットワーク会議

２



１ 地方におけるヒアリングについて （３）茨城運輸支局バリアフリーネットワーク会議

３



2018年12月のユニバーサル社会実現推進法の公布・施行やオリパラ東京大会を契機とした共生社会実現に向けた機運醸成等を受け、
「心のバリアフリー」に係る施策などソフト対策等を強化する必要

○ハード面のバリアフリー化を進める※一方で、使用方法等ソフト面の対応が十分ではないため、高齢者・障害者等の移動等が円滑になされない事例が顕在化
※ 利用者数３千人以上/日の旅客施設の90％で段差解消、87％で障害者用トイレ設置（2018年度末）

例１）車椅子の乗車方法に関し、公共交通事業者の習熟が必要
との指摘。

例２）交通結節点における接遇を含めた関係者の連携が必要で
あるとの指摘。（平成30年改正時の附帯決議）

○公共交通事業者など施設設置管理者について、ハード整備と
ともに、ソフト面の対策の強化が必要

①公共交通事業者等における課題

例）車両の優先席について、高齢者等に対し、声かけが恥ずかしい等の理由で譲らないケースも存在。

○オリパラ東京大会を契機とした共生社会実現に向けた機運醸成※１を受け、市町村、学校教育※２等と
連携して「心のバリアフリー」を推進することが必要

※１ 「ユニバーサルデザインの街づくり」と「心のバリアフリー」に取り組む「共生社会ホストタウン」の拡大
※２ 新学習指導要領※に基づき「心のバリアフリー」教育を実施 （※小学校で2020年度から、中学校で

2021年度から全面実施）

背景・必要性

②国民における課題

法案の概要

○公共交通事業者等に対するソフト基準※適合義務の創設 （※ スロープ板の適切な操作、明るさの確保等）

○公共交通機関の乗継円滑化のため、他の公共交通事業者等からのハード・ソフト（旅客支援、情報提供等）の移動等円滑化に関する協議への応諾義務を創設

○障害者等へのサービス提供について国が認定する観光施設（宿泊施設・飲食店等）の情報提供を促進

１．公共交通事業者など施設設置管理者におけるソフト対策の取組強化

【教育啓発特定事業のイメージ】

車椅子サポート体験高齢者疑似体験

（１）優先席、車椅子使用者用駐車施設等の適正な利用の推進
○国・地方公共団体・国民・施設設置管理者の責務等として、「車両の優先席、車椅子用駐車施設、障害者用トイレ等の適正な利用の推進」を追加

○公共交通事業者等に作成が義務付けられたハード・ソフト取組計画の記載項目に「上記施設の適正な利用の推進」等を追加

（２）市町村等による「心のバリアフリー」の推進（学校教育との連携等）（主務大臣に文科大臣を追加）
○目的規定、国が定める基本方針、市町村が定める移動等円滑化促進方針(マスタープラン)の記載事項や、基本構想に記載する事業

メニューの一つとして、「心のバリアフリー」に関する事項を追加

○心のバリアフリーに関する「教育啓発特定事業」を含むハード・ソフト一体の基本構想について、作成経費を補助 （※予算関連）

○バリアフリーの促進に関する地方公共団体への国の助言・指導等

○公立小中学校及びバス等の旅客の乗降のための道路施設（旅客特定車両停留施設）を追加

３．バリアフリー基準適合義務の対象拡大

２．国民に向けた広報啓発の取組推進

４

※赤字：令和２年６月19日施行 青字：令和３年４月１日施行

２ 公共交通におけるバリアフリー （１）バリアフリー法の概要
※改正法は令和２年５月20日公布、令和２年６月19日施行（一部の規定は令和３年４月１日施行）



現行の基本方針におけるバリアフリー化の目標は令和２年度までの期限となっていることから、 「バリアフリー法及び
関連施策のあり方に関する検討会」において、学識経験者、高齢者・障害者等団体、事業者団体の方々から専門的・
具体的なご意見をいただきながら、次期目標に関する考え方を整理。今後、新型コロナウイルス感染症による影響等
の状況変化も見極めつつ、さらに検討を進め、目標値を具体化していく。

（第８回検討会：令和元年11月15日、第９回検討会：令和２年１月16日、第10回検討会：令和２年６月17日）

背景

次期目標の設定に向けた見直しの視点

・現行目標においては、施設等の種別ごとにバリアフリー化の目標を設定し、国、地方公共団体、施設設置管理者等が
連携してバリアフリー化に取り組み、一定程度の進捗がみられるが、引き続きバリアフリー化を進める必要がある。

・次期目標については、ハード・ソフト両面でのバリアフリー化をより一層推進していく観点から、以下の点に留意して検
討する。

各施設等について地方部を含めたバリアフリー化の一層の推進
（平均利用者数（※1）が2,000人以上3,000人未満/日であって基本構想に位置付けられた旅客施設等に関する目標を追加）

聴覚障害及び知的・精神・発達障害に係るバリアフリーの進捗状況の見える化
（旅客施設のバリアフリー指標として、案内設備を明確に位置付け）

マスタープラン・基本構想の作成による面的なバリアフリーのまちづくりの一層の推進

移動等円滑化に関する国民の理解と協力、いわゆる「心のバリアフリー」の推進

目標期間

・現行目標期間：平成23年度（2011年度）から令和２年度（2020年度）までの10年間

・次期目標期間：社会資本整備重点計画等の計画期間、バリアフリー法に基づく基本構想等の評価期間、新型コロナウイ
ルス感染症による影響への対応等を踏まえ、時代の変化により早く対応するため、おおむね５年間（※2）

※1：新型コロナウイルス感染症のような特殊な外的要因により、年度によっては前年度に比べ著しく増減する可能性があることから、適切に補正した結果（例えば、
過去３年度における平均値を用いる）も考慮したうえで、取組む

※2：新型コロナウイルス感染症による更なる影響、新技術の開発など予見し難い状況の変化が生じた場合には、次期目標期間内であっても、
必要に応じて目標の見直しに努める

２ 公共交通におけるバリアフリー （２）バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について（中間とりまとめ（案））（概要）
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2018年度末

（現状）
2025年度末までの目標に関する考え方

鉄軌道

鉄 軌 道 駅

(※1)

段差の解消 90％ 〇バリアフリー化の指標として、運行情報提供設備その他の案内設備の設置を追加

○3,000人以上/日の施設及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人以上/日の施設を原則100％

○この場合、地域の要請及び支援の下、鉄軌道駅の構造等の制約条件を踏まえ可能な限りの整備を行う

○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態をふまえて可能な限りバリアフリー化

※駅施設・車両の構造、運行の状況、駅の利用状況等に応じて、十分に列車の走行の安全確保が図れることを確認しつつ、可能な

限りプラットホームと車両乗降口の段差・隙間の縮小を進める

視覚障害者誘導用ブ
ロック

95％

案内設備 (※2) 71％

障害者用トイレ(※3) 87％

ホ ー ム ド ア ・ 可 動 式

ホーム柵

84路線

783駅

〇10万人以上駅の優先的な整備を引き続き推進（番線単位の数値目標を設定）

〇10万人未満駅を含む全体の番線単位の数値目標を設定

鉄軌道車両 (※4) 73％

〇2020年４月に施行された新たなバリアフリー基準への適合状況を踏まえてバリアフリー化率に関する目標値を設定

※新幹線車両については「新幹線のバリアフリー対策検討会」での議論を踏まえ、公共交通移動等円滑化基準を改正したうえで、必

要なバリアフリー化を推進

バス

バ ス タ ー ミ

ナル(※1)

段差の解消 94％
○バリアフリー化の指標として、運行情報提供設備その他の案内設備の設置を追加

○3,000人以上/日の施設及び基本構想の生活関連施設に位置付けられた2,000人以上/日の施設を原則100％

○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等をふまえて可能な限りバリアフリー化

視覚障害者誘導用ブ
ロック

96％

案内設備 (※2) 68％

障害者用トイレ(※3) 75％

乗合バス

車両 (※4)

ノンステップバス 59％ 目標値を引き上げる

リフト付きバス等

（適用除外車両）
5％

○約25％をリフト付きバス又はスロープ付きバスとする等、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、可能な限りバリアフリー化

○１日当たりの平均的な利用者数が一定数以上の航空旅客ターミナルのうち鉄軌道アクセスがない施設へのバス路線を運行する

乗合バス車両における適用除外の認定基準を見直すとともに、新たな目標値を設定

貸切バス車両 (※4) 1,013台
約2,100台のノンステップバス、リフト付きバス又はスロープ付きバスを導入する等、高齢者、障害者等の利用の実態を踏まえて、可

能な限りバリアフリー化

タクシー 福祉タクシー車両 (※4) 28,602台
○目標値を引き上げる

○ユニバーサルデザインタクシーの導入に関する目標値を新たに設定 （2018年度末（現状）：12,533台）

船舶

旅客船ター

ミナル(※1)

段差の解消 100％ 〇バリアフリー化の指標として、運航情報提供設備、案内用図記号による標識等の案内設備の設置を追加

○2,000人以上/日の施設を原則100％

○離島との間の航路等に利用する公共旅客船ターミナルについて地域の実情を踏まえて順次バリアフリー化

○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等をふまえて可能な限りバリアフリー化

視覚障害者誘導用ブ
ロック

79％

案内設備 (※2） 50％

障害者用トイレ(※3) 92％

旅客船（旅客不定期航路事業の用

に供する船舶を含む。） (※4)
46％(※5)

○目標値を引き上げる

○2,000人以上/日のターミナルに就航する船舶は、構造等の制約条件を踏まえて可能な限りバリアフリー化

○その他、利用実態等を踏まえて可能な限りバリアフリー化

次期目標に関する考え方

※1 1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上のものが対象。
※2 文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備、標識、案内板等。

※3 便所を設置している旅客施設が対象。

（赤字：目標の追加）

※4 車両等におけるバリアフリー化の内容として、段差の解消、運行情報提供設備（車両等の運行（運航を含む。）に関する情報を文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備。福祉タクシーにあっては、音等による
情報提供設備及び文字による意思疎通を図るための設備）の設置等が含まれる旨を明記。

※5  2019年４月より適用となった旅客不定期航路事業の用に供する船舶は含まれていない。

２ 公共交通におけるバリアフリー （２）バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について（中間とりまとめ（案））（概要）
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2018年度末

（現状）
2025年度末までの目標に関する考え方

航空

航 空 旅 客

タ ー ミ ナ ル

(※１)

段差の解消 87％

〇バリアフリー化の指標として、運航情報提供設備、案内用図記号による標識等の案内設備の設置を追加

○2,000人以上/日の施設を原則100％

○その他、地域の実情にかんがみ、利用者数のみならず利用実態等をふまえて可能な限りバリアフリー化

視覚障害者誘導用
ブロック

97％

案内設備 (※2) 95％

障害者用トイレ(※3) 92％

航空機 (※4) 98％ 原則100％

道路
重点整備地区内の主要な生活関

連経路を構成する道路
89％ (※5) 重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路約4,450km（2019年7月拡大）のバリアフリー化に関する目標値を設定

都市公園

園路及び広場 57％

規模の大きい公園のバリアフリー化率の目標値を引き上げる駐車場 48％

便所 36％

路外駐車場 特定路外駐車場 65％ 目標値を引き上げる

建築物
2,000 ㎡以 上の 特別 特定 建 築物

（※6)のストック
60％

〇床面積の合計が2,000m2以上の特別特定建築物のバリアフリー化率の目標値を引き上げる

〇床面積の合計が2,000m2未満の特別特定建築物等についても、地方公共団体における条例整備の働きかけ、ガイドラインの作成

及び周知により、バリアフリー化を促進

※公立小中学校については、文部科学省においてバリアフリー化の実態を的確に把握し、整備目標を検討

信号機等
主要な生活関連経路を構成する道

路に設置されている信号機等
99％

原則100％

※音響機能付加信号機等及びエスコートゾーンについて、施設毎の整備状況を把握した上で、目標値を明記

基本構想等

移動等円滑化促進方針の作成 7自治体 (※7) 移動等円滑化促進方針の作成市町村数に関する数値目標を設定

移動等円滑化基本構想の作成 304自治体 (※8)
2,000人以上/日である鉄軌道駅及びバスターミナルが所在する市町村に占める割合を勘案して基本構想の作成市町村数に関する
数値目標を設定

「心のバリアフリー」 ―
〇移動等円滑化に関する国民の理解と協力を得ることが当たり前の社会となるような環境を整備する

〇「心のバリアフリー」の用語の認知度に関する数値目標を設定 （現状：約24％ (※9)）

※7 2020年5月末の数値。

※6 公立小中学校は除く。

次期目標に関する考え方（つづき）
（赤字：目標の追加）

※1 1日当たりの平均的な利用者数が3,000人以上のものが対象。

※2 文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備、標識、案内板等。

※3 便所を設置している旅客施設が対象。

※4 車両等におけるバリアフリー化の内容として、段差の解消、運行情報提供設備（車両等の運行（運航を含む。）に関する情報を文字等により表示するための設備及び音声により提供するための設備。福祉タクシーにあっては、音等による情
報提供設備及び文字による意思疎通を図るための設備）の設置等が含まれる旨を明記。

※9 2019年12月に国土交通省が実施した「心のバリアフリーに関するアンケート調査」による。

※5 重点整備地区内の主要な生活関連経路を構成する道路約1,700㎞が対象。

※8 2020年3月末の数値。

２ 公共交通におけるバリアフリー （２）バリアフリー法に基づく基本方針における次期目標について（中間とりまとめ（案））（概要）
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○エレベーターやホームドアの整備等、既存の施設を含む更なるハード対策、旅客支援等の
ソフト対策を一体的に推進する必要

ハード対策に加え、接遇・研修のあり方を含むソフト対策のメニュー
を国土交通大臣が新たに作成
一定規模以上の事業者※１が、ハード・ソフト取組計画※２の作成・取組状
況の報告・公表を行う

※１ ①平均利用者数が3000人以上／日である旅客施設を設置・管理する事業者
②輸送人員が100万人以上／年である事業者 等

※２ 計画に盛り込むべき項目：施設整備、旅客支援、情報提供、教育訓練、推進体制

【施設整備】 【旅客支援】 【情報提供】 【教育訓練】

２ 公共交通におけるバリアフリー （３）ハード・ソフト一体となった取組 （ハード・ソフト計画制度）

８



令和元年度より、一定規模以上の公共交通事業者等（利用者の約９割をカバー）にあっては、バリアフリー
法に基づき、毎年度ハード・ソフト両面の取組に関する「移動等円滑化取組計画書」を国に提出し、また当該
計画書を公表することが義務づけられています。

＜事業者一覧ページ＞
http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/barrierfree/sosei_barrierfree_tk_000211.html

モード別 対象事業者数（関東管内数） 提出事業者数（関東管内数）

1.鉄道・軌道 96(29) 96(29)
2.乗合バス 141(53) 141(53)
3.バスターミナル 11(3) 11(3)
4.貸切バス 5(1) 5(1)
5.タクシー 75(31) 75(31)
6.旅客船ターミナル 7(1) 7(1)
7.旅客船 7(0) 7(0)
8.航空旅客ターミナル 27(3) 27(3)
9.航空機 10(0) 10(0)

合計 379(121) 379(121)

■モード別対象者数及び提出数

２ 公共交通におけるバリアフリー （３）ハード・ソフト取組計画書の作成状況
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２ 公共交通におけるバリアフリー （３）ハード・ソフト取組計画書の作成状況（関東管内）

［鉄道事業者・軌道経営者］
・東日本旅客鉄道（株） ・東武鉄道（株） ・西武鉄道（株） ・京成電鉄（株） ・京王電鉄（株） ・小田急電鉄（株） ・東急電鉄（株） ・京浜急行電鉄（株）
・相模鉄道（株） ・新京成電鉄（株） ・東京地下鉄（株） ・東京都 ・横浜市 ・関東鉄道（株） ・北総鉄道（株） ・東葉高速鉄道（株） ・埼玉高速鉄道（株）
・東京臨海高速鉄道（株） ・横浜高速鉄道（株） ・江ノ島電鉄（株） ・東京モノレール（株） ・湘南モノレール（株） ・埼玉新都市交通（株） ・（株）ゆりかもめ
・（株）舞浜リゾートライン ・首都圏新都市鉄道（株） ・千葉都市モノレール（株） ・（株）横浜シーサイドライン ・多摩都市モノレール（株）

［乗合バス事業者］
・東京都 ・東急バス（株） ・国際興業（株） ・京浜急行バス（株） ・小田急バス（株） ・関東バス（株））※全営業所にて公表 ・京王電鉄バス
・京王バス東（株） ・京王バス南（株） ・京王バス中央（株） ・京王バス小金井（株） ・ジェイアールバス関東（株） ・東京空港交通（株） ・西東京バス（株）
・東武バスセントラル（株） ・立川バス（株） ・京成タウンバス（株） ・（株）フジエクスプレス※本社営業所にて公表 ・横浜市 ・神奈川中央交通（株）
・神奈川中央交通西（株） ・神奈川中央交通東（株） ・横浜交通開発（株） ・川崎鶴見臨港バス（株） ・川崎市 ・相鉄バス（株） ・（株）江ノ電バス
・箱根登山バス（株） ・西武バス（株） ・東武バスウエスト（株） ・朝日自動車（株） ・京成バス（株） ・東京ベイシティ交通（株） ・東武バスイースト（株）
・船橋新京成バス（株） ・ちばグリーンバス（株） ・京成トランジットバス（株） ・ちばレインボーバス（株） ・ちばシティバス（株） ・京成バスシステム（株）
・ちばフラワーバス（株） ・千葉中央バス（株） ・千葉海浜交通（株） ・千葉交通（株） ・千葉内陸バス（株） ・小湊鐵道（株） ・松戸新京成バス（株）
・関東鉄道（株） ・茨城交通（株） ・関鉄グリーンバス（株） ・関東自動車（株） ・富士急行（株） ・富士急バス（株）

［バスターミナル事業者］
・横浜シティ・エア・ターミナル（株） ・東急バス（株） ・相鉄バス（株）

[貸切バス事業者]
・東急バス（株）

［タクシー事業者］
・（株）グリーンキャブ（新宿区）※本社営業所にて公表 ・国際自動車（株）（城南） ・国際自動車（株）（城西） ・国際自動車（株）（城東） ・国際自動車（株）（城北）
・国際自動車（株）（世田谷） ・国際自動車（株）（東雲） ・国際自動車（株）（新宿） ・飛鳥交通（株）（品川） ・飛鳥交通ニュータウン（株） ・飛鳥交通千葉（株）
・飛鳥交通カンツリー（株） ・（株）グリーンキャブ（北区）※赤羽営業所にて公表 ・太陽自動車（株）※本社営業所にて公表
・ヒノデ第一交通（株）（千葉）※市川営業所にて公表 ・ヒノデ第一交通（株）（神奈川）※保土ケ谷営業所にて公表
・ヒノデ第一交通（株）（江戸川区）※江戸川営業所にて公表 ・日本交通（株）（千住第一） ・日本交通（株）（千住第二） ・日本交通（株）（千住第三）
・日本交通（株）（池袋第一） ・日本交通（株）（池袋第二） ・日本交通（株）（三鷹第一） ・日本交通（株）（赤羽第一） ・日本交通（株）（赤羽第二）
・日本交通（株）（品川） ・日本交通（株）（新木場） ・日本交通横浜（株） ・日本交通立川（株） ・東洋交通（株） ・春駒交通（株）

［旅客船ターミナル事業者］
・横浜市

［航空旅客ターミナル事業者］
・日本空港ビルデング（株） ・東京国際空港ターミナル（株） ・成田国際空港（株） １０



・車椅子や視覚障害者への誤案内防止のためのアプリ開発を進める（鉄道事業者）
・駅構内において近隣大学と連携し、乗客の見守りや案内等の学生ボランティアを実施（鉄道事業者）
・乗換介助が必要な乗客がスムーズに移動できるよう、「お客様介助システム」を導入し、社員間の確実な情報連絡を図る（鉄道事業者）
・乗降が多い停留所での車椅子乗降渡り板の常設配置を拡充する（バス事業者）
・全社員を対象に、車椅子の使用方法や手話等実技的な内容を盛り込んだ「サービス介助研修」を行い、既受講者に対してはより高レベ
ルな内容の研修を実施し、社員のスパイラルアップを図る（バス事業者）
・指さしボードや筆談用ページを一纏めにしたコミュニケーションノートを作成し、乗合バス全車両に導入する（バス事業者）
・限定された路線では、バス車内「安全案内係員」を便乗させ、乗車の介助や走行中の座席案内・停車するまでの着座案内等を行う
（バス事業者）

・障害者手帳アプリ「ミライロＩＤ」で障害者割引を適用できるようにする（タクシー事業者、バス事業者）
・東京オリンピック会場最寄り駅の改札口にて音のユニバーサルデザイン化支援システムアプリ「おもてなしガイド」を用い多言語での文字
による視覚情報の提供開始（鉄道事業者）
・バスターミナルや駅前等乗降が多い停留所において、発車前のバスに社員が乗り込み、乗客への車内事故防止の啓発を行う
（バス事業者）
・空港の停留所においてポールの表示盤をユニバーサルデザイン化し、高齢者や障害者にも見やすいデザインにする（バス事業者）
・健常者が高齢者や障害者への理解を深めることを目的に、高齢者の疑似体験や車椅子体験等のイベントを通じた啓発活動を行う。また
地域ケアプラザ等に赴き、バスの乗り方の説明やバスに親しんでもらうことを目的とした交通安全教室を行う（バス事業者）
・路線検索アプリ「もくいく」とバスロケーションシステムを連携させ、接近情報を表示する際にノンステップバスの判別を可能にする
（バス事業者）

乗換、施設への誘導支援等

情報提供等

２ 公共交通におけるバリアフリー （３）ハード・ソフト取組計画の事例（関東管内） その①
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公共交通事業者が公表しているハード・ソフト取組計画の代表的な好事例は以下のとおり



・自治体と協力し、中学生以上を対象に高齢者や障害者に対し切符購入や手荷物運搬、通路・階段の移動介助のサポートができるよう養
成する「駅ボランティア」を実施（鉄道事業者）
・乗客への案内等についてロールプレイング形式で行う「接客技術発表会」を実施（鉄道事業者）
・乗務員を対象に、車椅子利用者等の乗降支援に関する講習を営業所内で定期的に行う（バス事業者）
・高齢者への理解を深める為に、高齢者施設の訪問研修を実施（バス事業者）
・全社員を対象に障害者を講師に迎え、座学だけではなく、手話等の実技も含んだ実用的な内容の研修を行う（バス事業者）
・高齢者や障害者への乗降支援の徹底を目的に、安全運動期間中を中心に事故防止教育において、事例等を用い周知を図る
（バス事業者）
・バス停に停車する際、乗客の乗車時負担の軽減の為、歩道から30㎝程に近づける実車研修を行う（バス事業者）
・社員に対し、「心のバリアフリー」について学ぶアニメーション教材を用いて、障害者に対する接遇研修を行う（バスターミナル事業者）

教育訓練等

・社内にバリアフリーを主管する課を置き、会社として推進体制を構築する（タクシー事業者）
・バリアフリーに関する方針や課題等について議論する、役員が参画する会議を定期的に開催（鉄道事業者）
・社内において新たにバリアフリーに関する会議体を新設し、横断的な検討・情報共有が出来る体制を構築する（鉄道事業者）
・施設管理者との定期的な会議を通じ、情報連携を図ると共に、周辺環境に適したバリアフリー化の更なる充実または拡充を図る
（鉄道事業者）
・視覚・聴覚障害者の地元大学生と共同で、駅構内の施設について検証を実施した実績を基に設備の改修・更新等を行う（鉄道事業者）
・基本構想の策定過程において実施した基本調査における障害者の意見を参考とし、状況確認を行い業務連絡会議等で共有する
（鉄道事業者）
・改札口から乗り場までのスムーズなサポート体制に向けて、日頃からの鉄道駅との関係強化に努める（バス事業者）
・劣化したアクセス表示を引き直し、路上駐車の車両に邪魔されずにバスを正着させ、高齢者や障害者が乗車しやすいようにする
（バス事業者）
・バス停の再点検を実施し、障害物の除去や着車させづらい箇所の縁石を一部取り除く等、利用環境の改善に努める（バス事業者）

その他併せて講ずべき措置

２ 公共交通におけるバリアフリー （３）ハード・ソフト取組計画の事例（関東管内） その②
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２ 公共交通におけるバリアフリー （４）関東におけるバリアフリー化の推移
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ノンステップバスのバリアフリー化の推移
Ｈ１８末実績とＨ３０末実績との比較

１３

（注）Ｈ１８～Ｈ２２は、旧基本方針による整備率（利用者数５千人以上の施設対象）
平成２３年度以降は整備率（利用者数３千人以上の施設対象） （公共交通移動等円滑化実績等報告による）

（注）Ｈ２３より新基準に基づき、ノンステップバスは、全車両数から移動円滑化基準
適用除外認定を受けた車両を除いた車両数の達成率。
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１４

３ 鉄道におけるバリアフリー ホームドアの設置状況について（関東運輸局管内）

ＪＲ東日本山手線(27) 小田急小田原線(7) 東京メトロ南北線(18) 埼玉高速鉄道(7)

ＪＲ東日本京浜東北線(17) 東急田園都市線(25) 東京メトロ有楽町線(16) 横浜市ブルーライン(32)

ＪＲ東日本総武快速線(1) 東急東横線(15) 東京メトロ銀座線(15) 横浜市グリーンライン(8)

ＪＲ東日本横浜線(1) 東急目黒線(13) 東京メトロ千代田線(15) みなとみらい21線(4)

ＪＲ東日本八高線(1) 東急大井町線(13) 東京メトロ副都心線(8) 東京モノレール(11)

東武東上線(5) 京急本線(3) 東京メトロ東西線(4) 多摩モノレール(19)

ディズニーリゾートライン(4)

西武池袋線(2) 相鉄本線(1) 都営浅草線(2) 日暮里・舎人ライナー(13)

西武新宿線(1) 相鉄新横浜線(1) 都営三田線(24) ゆりかもめ(16)

京成本線(1) つくばエクスプレス(20) 都営大江戸線(37) 金沢シーサイドライン(14)

京王線(5) 成田高速鉄道(3) 都営新宿線(18) 北陸新幹線(1)

京王井の頭線(2) 東京メトロ丸ノ内線(26) 東京臨海りんかい線(2) 東海道新幹線(3)

東武野田線(2) 京急空港線(2) 東京メトロ半蔵門線(1)

管内４８６駅に設置（令和2年3月末）

※各社公表資料による

ＪＲ東日本：東京駅（山手線・京浜東北線）、品川駅、川崎駅（京浜東北線）、関内駅（根岸線）、
町田駅、淵野辺駅（横浜線）、千駄ヶ谷駅、信濃町駅、市ヶ谷駅（中央線）など

小田急：新宿駅・下北沢駅・登戸駅・町田駅・相模大野駅（小田原線）など
京急：平和島駅・京急鶴見駅・京急東神奈川駅（本線）など 等

今後設置が計画されている主な駅等



３ 鉄道におけるバリアフリー（駅ホームと車両乗降口の段差・隙間について）

プラットホームの嵩上げ

○ 東京2020年オリンピック・パラリンピック競技大会を契機として、国内外から訪れる
多くの移動制約者の円滑な移動の実現が望まれている。

○ 鉄道駅においても車椅子使用者が駅員等の介助なしに列車に単独乗降できる環
境の整備を目指す必要がある。

○ 車椅子使用者の単独乗降と列車走行の安全確保を両立するホームと車両乗降口
の段差・隙間の目安値や整備の方向性等について検討・取りまとめを行った。

車椅子使用者による実証試験の結果からは、段差2cm・隙間5cm が理想的（全ての被験者が乗降可能）
⇒一方で、車両とホームの接触防止といった安全運行の確保や軌道・車両の維持管理などの観点からの制約を考慮する必要がある。

ホームの形状や軌道構造に応じて、以下を当面の目安とし、バリアフリー整備ガイドラインへ反映

※安全の確保を前提として、より多くの車椅子使用者が乗降できるよう、段差はできる限り平らに、隙間はできる限り小さくなるよう考慮することが望ましい

背景・目的
単独乗降可能へ

段差・隙間の目安値

コンクリート軌道 バラスト軌道

段差 隙間 段差 隙間

直線部 3cm 7cm 目安値（3cm）を参考にできる限り平らに 目安値（7cm）を参考にできる限り小さく

曲線部 3cm
－

（できる限り小さく）
目安値（3cm）を参考にできる限り平らに

－
〔できる限り小さく〕

ホーム全体に
わたる嵩上げ

可動式ステップの設置

東京都心部バリアフリー鉄道MAP
鉄道局作成、エコモ財団協力

駅構内の車い
すの移動可能
情報を表示

ホームと車両の段差・隙間の状況を公表
東京都交通局、東京メトロ

段差・隙間の目安
値を満たす乗降口

の一覧を公表

取組の一例

１５
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４ バス・タクシーにおけるバリアフリー (１) ユニバーサルデザインタクシーの普及促進

トヨタ JPN TAXI

日産 NV200
（国土交通省調べ）

１６

○ 東京オリンピック・パラリンピックに向けＵＤタクシー
車両の導入を推進。

○ 2020年に東京２３区約37,500台のタクシーのうち
25％をＵＤタクシーとする目標を掲げ、2020年３月
末現在9,907台を導入、導入割合は約26%となり
目標を達成。

ＵＤ車両専用乗り場・専用レーン等の設置 ユニバーサルドライバー研修 事業者等の意識・技術の向上

実車デモンストレーション風景

接遇研修

横浜駅東口ＵＤ・ＥＶタクシー専用レーン

川崎駅西口ＵＤタクシー専用乗り場

ユニバーサルデザイン（ＵＤ）タクシーの導入を促
進するため、関係者（自治体、タクシー業界、関東
運輸局等）が協力し、ＵＤ車両専用乗り場 、ＵＤ車

両専用レーン、ＵＤ車両対応乗り場を設置するな
ど、ＵＤタクシーを優先的に配車するインセンティ
ブを導入。

タクシー乗務員の接遇向上を推進。利用者とのコ
ミュニケーション、車いすの取扱いや乗降時介助
方法等について、バリアフリー研修推進実行委員
会（一般財団法人全国福祉輸送サービス協会、
一般社団法人全国ハイヤー・タクシー連合会）が
研修を実施。

メーカー、ディーラー、タクシー業界が連携し、優

れた取り組みの共有及び会社内におけるバリア

フリーに対する意識向上、車いすの方の乗車技

術の更なる向上を目的として平成３０年度におい

てタクシー事業者を対象とした、実車を用いた車

いす搭乗方法のデモンストレーションを含むセミ

ナーを開催。令和元年度においてはＵＤ車両等の

乗務にあたり、日々訓練を積み重ねることにより、

すべての人々が気持ちよくタクシーを利用できる

よう取り組んでいる運転者へ感謝状を贈呈した。

車いす取扱実習

講演風景



５ バリアフリー化推進功労者大臣表彰 （東京空港交通株式会社、東急電鉄株式会社）

新型エレベーター付バスの主な特徴
新たな車いす乗降方式を採用

エレベーター装置を車内に設置

⇒客室開口部が小さく雨風の影響が少なく、車内での垂直昇降により

利用者の安心感を向上

エレベーター部への乗降は、スロープ板を使用

⇒停留所では概ねノンステップバスと同様により円滑な乗降に対応

簡便かつ多様な車いすに対応した固定装置により固定時間短縮と円滑な

対応を実現

エレベーターならびに車いす固定方式の改善により、所要時間の短縮を

図り乗入場所の選択範囲を拡大

エレベーターを設置する一方、手荷物収容スペースを確保

最新ASV機器搭載、ならびに最新の排ガス規制・省燃費基準に対応

乗 降 手 順
エレベーター付きリムジンバス
三菱ふそうMS06GP改

エレベーター付き高速・観光タイプの
営業用バスとしての初号車（国内初）

１７

東京空港交通株式会社／三菱ふそうトラック・バス株式会社

／三菱ふそうバス製造株式会社
「車椅子のまま乗車可能なエレベーター付バスの開発

日本初の空港連絡バスへの導入」

接客サービス選手権

東急電鉄株式会社
「ホームドアの全駅整備計画、接客サービスの強化等の

ハード・ソフト一体となったバリアフリーの実現」

東急電鉄の主な取組み
ホームドアの全駅整備計画
⇒2014年度から整備をすすめ、２０１９年度末に世田谷線、こどもの国線を除く

全ての駅にホームドアまたはセンサー付き固定式ホーム柵の設置が完了

バリアフリー連絡アプリの開発とその活用
⇒介助が必要な車いす利用者や視覚障害者の方に行っていた駅間の連絡に

ついて、情報共有が容易かつ簡単な入力で対応な可能なアプリを開発

接客サービス選手権を活用した好事例の共有
⇒接客マニュアルでは身につかない応用力を発揮した接客サービスを実現

するため、年に一度現場で想定される状況を踏まえた出題に対して取組

事例の共有を図り、接客サービス水準の向上を図っている。

バリアフリーアプリの使用

バリアフリーアプリ画面例

接客サービス選手権

昨年度のバリアフリー化推進功労者大臣表彰では、関東運輸局から上申した以下の２件が表彰された。



■令和元年度
開催回数：
本局８ 回、支局３５回 合計４３ 回

参加者数：
本局３２９名、支局２，５１０名

合計２，８３９名

【令和元年３月末現在】

「心のバリアフリーの推進（バリアフリー化の促進に関する国民の理解・協力の推進等）」
高齢者や障害者等、移動に様々な困難を抱える方が、安心して公共交通機関等を利用し、自立した社会生活を送ることができる環境づく
りの一環として、快く手助けをできる「心のバリアフリー」社会の実現を目指す。
＜高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律：（国の責務：第４条第２項、国民の責務：第４条）＞

駅での車いす体験 高齢者疑似体験 ツーステップバスでの視覚障害者疑似体験 福祉タクシーで車いす体験

平成１３年度より、局・管内支局において、小・中・高・大学生、教師、一般を対象に実施。

開催回数
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参加者数 開催回数

参加者数

小学生
54%

中・高・大学生
12%

教師
3%

交通・観光事業者

2%

一般
27%

自治体等職員

2%

H１３～R1年度

関東管内バリアフリー教室参加者 割合

累計
３０，８１８人

６ 心のバリアフリー （１）バリアフリー教室の開催

１８



バリアフリー教室があることを初めて知った。今回の教室で様々なことを知ることがで
きた。バリアフリーの大切さをもっと普及すべきだと思った。

バスは車いすの人など、誰でも利用出来るように色々な機能があるのを知らなかった
。便利ですごいと思った。

ノンステップバスの方が傾斜は緩やかではあったが、車椅子で乗車する際は確実に
補助が必要だと感じた。
車いす体験では、段差のあるところでは車いすごと斜めになるので怖かった。
介助者が「曲がります」「段差があります」など声をかけてくれると安心出来る。

目が見えない状態だと少しの段差でも怖かった。目の不自由な人が困っていたら声
をかえて手伝ってあげたいと思った。

高齢者疑似体験で高齢者の方の大変さがよくわかった。体験時に他人にしてほしい
と感じたことを実践していこうと思った。
駅などの点字ブロックなどに荷物を置いたり立ったりしないようにしようと思った。

＊参加者の感想＊

福祉タクシー体験
（リフト付き）

高齢者疑似体験ノンステップバス体験 視覚障害者疑似体験

車いす体験福祉タクシー体験

１９

６ 心のバリアフリー （２）令和元年度バリアフリー教室開催一覧

主催 開催場所 対象 参加人数 開催日

関東運輸局
（８回）

横浜第二合同庁舎 職員 32 R1.5.9

東京大学工学部 大学３年生 40 R1.6.17

宇都宮大学教育学部 教員 58 R1.8.22

横浜市立東希望が丘小学校 教員 24 R1.8.27

横浜市立中山小学校 教員 30 R1.11.6

烏山区民センター前広場 一般 80 R1.11.23

横浜市立矢向中学校 中学1年生 60 R1.12.3

横浜市立すすき野小学校 個別支援級 5 R1.12.24

東京運輸支局
（３回）

東京家政大学 大学３年生 42
R1.5/14
5／21

北区立柳田小学校 小学4年生 34 R1.6.5

神奈川運輸支局
（1０回）

相模原市立二本松小学校 小学4年生 100 R1.5.30

横浜市立笹野台小学校 小学４年生 93 R1.9.6

横浜市立伊勢山小学校 小学４年生 49 R1.10.3

ららぽーと海老名前 一般 61 R1.10.19

横浜市立勝田小学校 小学4年生 124 R1.10.21

横須賀市立望洋小学校 小学4年生 57 R1.11.14

横浜市立瀬谷さくら小学校 小学4年生 59 R1.11.21

横浜市立桂小学校 小学5年生 58 R1.12.3

川崎市立四谷小学校 小学4年生 67 R2.1.21

横浜市立奈良小学校 小学４年生 71 R2.2.17

千葉運輸支局
（4回）

千葉県立水郷小見川少年自然の家 高校生 17 R1.6.16

千葉県立東金青年の家 高校生 25 R1.6.22

さわやかちば県民プラザ 高校生 51 R1.7.15

八街市立朝陽小学校 小学4年生 63 R1.11.14

埼玉運輸支局
（６回）

イオンモール春日部 一般 233 R1.10.6

ウイング・ハット春日部 一般 121 R1.112

埼玉スタジアム２○○２ 一般 187 R1.11.9

平成の森公園 一般 57 R1.11.23

所沢航空記念公園 一般 136 R1.12.8

熊谷市立妻沼南小学校 小学4年生 23 R2.2.12

茨城運輸支局
（5回）

潮来市立牛堀小学校 小学4年生 33 R1.6.14

潮来市立潮来小学校 小学4年生 30 R1.6.25

水戸市立上中妻小学校 小学4年生 45 R1.9.4

水戸市立堀原小学校 小学4年生 39 R1.9.18

水戸市立稲荷第二小学校 小学4年生 41 R1.10.30

栃木運輸支局
（2回）

宇都宮城址公園 一般 203 R1.5.19

宇都宮市立田原西小学校 小学３年生 39 R1.7.3

群馬運輸支局
（2回）

前橋市立城東小学校 小学4年生 59 R1.5.29

高崎市立西小学校 小学5年生 71 R1.11.7

山梨運輸支局
（3回）

笛吹市立一宮南小学校 小学4年生 20 R1.6.20

笛吹市立八代小学校 小学6年生 82 R1.11.21

甲府駅北口 一般 120 R1.12.14

合 計 年間実施４３回 2,8３９



小学生を対象にしたバリアフリー教室

教職員等を対象としたバリアフリー教室

鉄道駅でのバリアフリー教室

イベント等でのバリアフリー教室

［開催概要］
●日 時：令和元年６月１７日（月）１３：００～１６：３０
●場 所：東京メトロ南北線｢東大前駅｣及び東京大学（東京都文京区）
●参加者：４０名（東京大学都市工学科 ３８名、システム創成学科 ２名）
●講 師：文京区肢体障害者福祉協会 小西 慶一氏

文京区視覚障がい者協会 河野 孝志氏
●後 援：東京地下鉄株式会社
●協 力：社会福祉法人文京区社会福祉協議会
●開 催：関東運輸局

［開催概要］
●日 時：令和元年６月１４日（金）１３：３０～１５：００
●場 所：潮来市立牛堀小学校
●参加者：４年生 ３３名
●主 催：茨城運輸支局／潮来市
●協 力：公益社団法人茨城県地方自治研究センター／一般社団法人茨城県バス協会

関東鉄道株式会社／潮来市社会福祉協議会
●開 催：茨城運輸支局

［開催概要］
●日 時：令和元年８月２２日（木）１２：４５～１４：１５

●場 所：宇都宮大学（栃木県宇都宮市）

●参加者：幼、小、中、高、特別支援学校教諭 ６０名

●協 力：一般社団法人栃木県バス協会／一般社団法人栃木県タクシー協会

関東自動車株式会社／泉タクシー株式会社

●開 催：関東運輸局・栃木運輸支局

ホームドア見学

福祉タクシー乗車体験

車いす利用体験

ノンステップバスの乗降体験 視覚障害者疑似体験 ＵＤタクシーの乗車体験福祉タクシー乗降体験

イベント名：「フェスタ ＭＹ宇都宮２０１９
（宇都宮市民憲章推進協議会主催）」

［開催概要］
●日 時：令和元年５月１９日（日）１０：００～１５：００
●場 所：宇都宮城址公園（栃木県宇都宮市）
●参加者：一般来場者 ２０３名
●協 力：一般社団法人栃木県バス協会／一般社団法人栃木県タクシー協会

関東自動車株式会社／ジェイアールバス関東株式会社／
今市タクシー株式会社／北斗交通株式会社

●後 援：栃木運輸支局

車いす利用体験高齢者疑似体験

２０

６ 心のバリアフリー （３）バリアフリー教室実施例



７ 駅エレベーター、トイレに関する移動等円滑化整備ガイドライン改正の経緯について①

交通バリアフリー法
（平成１２年制定）

ハートビル法
（平成６年制定）

統合・拡充

バリアフリー法 制定
（平成１８年）

「ユニバーサルデザイン2020行動計画」
の決定（平成２９年２月）

現行バリアフリー法

バリアフリー法改正の流れ ガイドライン策定・改正の歴史

２１

策定・改正年度 ガイドライン名

昭和５８年
（１９８３年）

「公共交通ターミナルにおける
身体障害者用施設整備ガイドライン」

平成６年
（１９９４年）

「公共交通ターミナルにおける
高齢者・障害者等のための施設整備
ガイドライン」

平成１３年
（２００１年）

「公共交通機関旅客施設の
移動等円滑化整備ガイドライン」

平成１９年
（２００７年）

「公共交通機関の旅客施設に
関する移動等円滑化整備ガイドライン」

平成２５年
（２０１３年）

「バリアフリー整備ガイドライン」
（旅客施設編）

平成３０年
（２０１８年）

「公共交通機関の旅客施設に関する
移動等円滑化整備ガイドライン」
（旅客施設編）

平成31年4月
（２０１９年）

同ガイドライン一部改正

令和元年10月
（２０２０年）

同ガイドライン一部改正

移動等円滑化整備ガイドラインは、バリアフリー法の改正等に合わせ、約５，６年ごとに全改正を行っていたが、
平成３０年以降はバリアフリー水準の底上げを図るため、必要に応じ、随時ガイドラインを改定している。



７ 駅エレベーター、トイレに関する移動等円滑化整備ガイドライン改正の経緯について②

２２

制定改正年度 エレベーターの大きさ トイレの配置
昭和５８年 140㎝（w）×135㎝（D）11人乗り

必要に応じて車いすで180°回転できる最低寸法
男女共通に使用できる位置に設置することが望ましい。

平成６年 同上 男女別に１カ所設置することが望ましい。ただし、面積等で設置できない場
合は、男女共通に使用できる位置に１カ所設置する。

平成１３年 スルー型や直角２方向出入口型以外のエレベーターは、手動
車いすが１８０度回転できる大きさである11人乗り（140㎝（w）
×135㎝（D））以上のものとする。

身体障害者等が利用しやすい場所に男女共用のものを１以上設置するか
男女別にそれぞれ１以上設置する。

平成１９年 同上 高齢者、障害者等が利用しやすい場所に男女共用のものを１以上設置する
か男女別にそれぞれ１以上設置する。男女別に設置する場合でも、異性介
助の際に入りやすい位置に設置する。

平成２５年 移動等円滑化された経路を構成するエレベーターのかごの内
法幅は、140cm 以上、内法奥行き135cm 以上（11 人乗り程
度）とする。ただし、スルー型など出入口が複数あるエレベー
ターで、車椅子使用者が円滑に乗降できる構造と開閉するかご
の出入口を音声で知らせる設備が設けられているものにあって
は、この限りでない。

エレベーター利用者が多く、エレベーター待ちの旅客の滞留
がある場合には、かごの内法幅160㎝以上、内法奥行き150㎝
以上（15人乗り程度）のものとする。

高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所又は便房は、男
女共用のものを１以上、または、男女別にそれぞれ１以上設置する。
男女別に設置する場合、異性介助の際に入りやすい位置に設置する。
多機能トイレの利用状況を見極め、必要に応じて、男子用トイレ、女子用トイ
レのそれぞれ１以上簡易型多機能便房を設置する。

平成３０年 移動等円滑化された経路を構成するエレベーターのかごの内
法幅は、140cm以上、内法奥行き135cm以上（11人乗り程度）
とする。ただし、スルー型など出入口が複数あるエレベーターで、
車椅子使用者が円滑に乗降できる構造と開閉するかごの出入
口を音声で知らせる設備が設けられているものにあっては、こ
の限りでない。

移動等円滑化された経路を構成するエレベーターの台数、か
ごの内法幅及び内法奥行きは、旅客施設の高齢者、障害者等
の利用の状況を考慮して定めるものとする。

旅客施設においてエレベーターを設置する場合には、当該旅
客施設の高齢者、障害者等の利用状況を考慮し、適切な輸送
力を確保するよう、設置台数並びに、かごの内法幅及び内法奥
行きを検討する。

高齢者、障害者等の円滑な利用に適した構造を有する便所として、以下の
要件を満たす便房をそれぞれ又は同一の便房として1以上（男子用及び女
子用の区別があるときは、それぞれ1 以上）設置する。

・車椅子使用者が円滑に利用することができる構造を有する便房。
・オストメイトのパウチ等の洗浄ができる水洗器具が設けられた便房。
高齢者、障害者等が円滑に利用することができる構造の便所であること。
異性介助に配慮し、男女共用車椅子使用者用便房を1 以上設置する。
車椅子使用者用便房を男女別に設置する場合は、一般トイレ出入口付近

等異性介助の際に入りやすい位置に設置する。
高齢者、障害者等の利用状況に応じ機能分散の考え方を踏まえ、車椅子

使用者用便房（車椅子使用者用簡易型便房を含む）、オストメイト用設備を
有する便房、乳幼児連れ用設備を有する便房をそれぞれまたは同一の便
房として増設する。

鉄軌道駅におけるエレベーターの大きさ及びトイレの配置に関するガイドライン改正の経緯は以下のとおり



車椅子対応について

７ 駅エレベーターに関する移動等円滑化整備ガイドラインの直近の改正について

２３



高齢者や知的・発達障害者等の同伴介助や性的マイノリティ等の利用に
配慮し、広めの男女共用便房を設置すること。

新たな配慮事項として

機能分散の考え方を踏まえ

車椅子使用者用便房、オストメイト設備を有する便房、乳幼児連れ用設備
を有する便房をそれぞれまたは同一の便房として増設する。

更なる機能分散を図る観点から

必要に応じて一般便房にベビーチェアや簡易型オストメイト用設備
（腰掛便座の背もたれに水栓をつけたもの等）などを設置することが
望ましい。

７ 駅トイレに関する移動等円滑化整備ガイドラインの直近の改正について

２４


